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地租改正
農民参加
" の
i l
地
設
定
中
価
を
維新政府は、明治六年七月太政官布告二七二号をも
っ
て本格的
な地租改正事業の実施にとりかかり、同時に大蔵省事務総裁大隈重信は、四十四章がらなる地方官心得を示達し、改正事業の細則を指示したのが、日新政府が主要な財源を地租に求める限り「改租」の目的 「旧来ノ歳入ヲ減ゼザル」にあったし、この目的に添って改正事業を強行に推進せざるを得 った為め、各地方の改正事業実施に除して、さまざまなニュアジスを持 て打出される結果になった。
「従前其法一ナラス寛苛軽重率ネ其平ヲ得そのテ之ヲ改正セ
シト欲シ」た地租改正事業も 一面 おいて当初から新政府の大きな制約に規定され 実行に移されたのであるの
この事
’業の基本となるものは、いうまでもなく「地価設定」に
あるが、これについて前述の地方官心得において詳細に示している。しかし、これの実行には 税頭松方正義の言葉を借りるまで
一一一
の形態
J己、
橋
本
男
文
もなく（「今更一一地価ヲ定メシニハ種々ノ困難ヲ生ス可シト雄モ、政府ハ其権利ヲ以テ之レヲ掃除」〉
α
至難のことであ
c
た。莫大な
経賓と歳月を要すこの「地価設定」を早急に遂行する唯一の方法として、新政府は、農民側からの上申という巧妙なる政策をとコた
。
然らば、農民自身どれだけの組織と権限の下に参加したの
か、叉参加した農民は、村においてど ような階層の者であったのか、ここでは「地価設定」就中その根本になる「地等設定」についてみるこ にする
。
詰（
1
）明治財政史巻五参照
ハ2
〉租税頭松方芭義「地租改
E
意見」ハ明治財政史巻五所収〉
地租改正事業に参加した農民層は、一戸長・副戸長・声長附属・
その他村内有力者たる地主層であり、彼らは、幕藩体制下にあゥて、村落支配者としての地位にあった階層であり、新政府のもとでもおおむね有力な土地所有者であり、この改租事業 新政府
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が標傍する程、必らずしも精密、厳正には行なわ
、 れ な
い地方も生
じた
ω
が大体において村の上層階級である彼らを中心に推進され
て行ったのであ 。ハこのような改租事業の村内に
おける有力な
改租事業の村内における有力な推進者
であった当時の一
戸
長、副戸
長の地位にあった家には、彼ら 手に る地租改 関係の数多くの文書が残っている
。こ
れらを丹念に集成し、分析することによ
っ
て、より問題の所在を明確にすることが可能となるで
あろう
。 〉
叉地租改正事業に賛意 一不さない地方もあ
っ て
彼らが積極的に
改正事業の推進者となり得ない場合も決して少なく かった、改租によって当然もたらされる地租の増減によ
って彼ら
が行動を決
したに外ならない
。
地租改正に反対する地方にあ
っ
ては、彼らは
新地租が従来の貢租に比して実質的に増徴される うな土地所有者であり、それだけに新政府 強行政策と対決を余儀なくされたのである
。
ここでは、改正事業が比較的にスムース 行なわれた地方の
農
民層の、改正事業への参加を問題 することにする
。
地租改正
の
基礎作業である「地価設定」は、重要さと困難 を相伴 ていた。そこで地租 施行規則及び地方官心得の布達 よって詳細にこれについて示達し、各府県 おいて県令は「地等条例
i一ω
を
布達している。今広島県令のそれをみれば『地等条例』号外地等条例別紙ノ通相定候条組合村々地押丈量検査相済次第取掛
可申以旨布達侯事、但広島厳烏三原屋道ノ四市街宅地事調法ハ追テ達スヘシ、尤右四市街区域内一一アル田畑ハ此法ヲ用ユへキ事
、， 
広島県令藤井勉
三
代理
明治九年十刀廿五日広島権県参事平山靖彦地等ヲ定ムルニ当リサ一ハ法ヲ分テ二款トス、
一
ハ実除一一ツキ一耕
地ヨリ一大区－一至ルマテノ地等ヲ集議シ、一ハ全区ヲ通観シテ村山明ヲ議ス
o
之ヲ地等組立公議村等通観公議ト云フ、彼是相照
シ テ
公正均一ナラシム
として立法の理由を述べ、次いて「地等組立公議」として第一
条、地等ヲ議スパニハ各村各地主ヲ
シ
テ商議を
シムルヲ
以テ
正則トス、然レトモ私見所謂我田 水ヲ引グノ弊一一流レ 甲村乙邑ノ間或ハ権衡ヲ失セジト、然ルトキハ崎一ソロ恒ゆり煩明
Jソ
要シ、而シテ結果の見ルヘキナシ 故ニ今地等議員ヲ撰フノ変則ヲ設ケテ公平ナル結果ヲ要ス。、、、
第二条、各村党ッ地等議員ヲ撰定スヘシ、而シ一
7
議員は副一伊長長
… 貯 骨 ト ム ロ 停 の 二 一 一 一
r
－ 令 引 い
J
ふ
r h d
か引わわれ灯
hhy
少か－フわ山ナハ〆
トス。但議員撰定法ハ人民の協議－一任スヘ
シ 。
第三条、議員既一一定ラハ大区会議所一一於テハ地形の便宜一一従ヒ一
小区叉ハ数村ヲ組合シ、之ヲ地等組合村トナシ、番号ヲ付シ県庁へ届出ヘ
シ 。
第四条、一組合中ノ最上等ト見込タル
一村ヲ模範村ト定メ正副区
長ノ中ヲ議長トシ組合中各村ノ正副一円長及ヒ議員を集メ左ノ条款ヲ格守シ精義二地等ヲ定ムヘシ、但模範村ノ入費ハ組合村々』一テ割合担負スヘ
シ 。
として地等議員に関する条項を定め次ぎに第五条、地等ハ三類ニ分
γ
ヘ
シ
其目左ノ如シ
一 「 ゴ ヰ
,. 
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甲・田方乙・畑方丙・宅地
第六条、田畑ノ地等ハ収穫米ハ畑ハ収益各種アリト雄モ其各種〉
＝ヅイテ地等ヲ定ムルトキハ目的ヲ誤ルノ恐レアリ、依テ今収益ヲ米－一換ルノ便法ヲ用で多量サルヲ以テ上等トナスハ論ヲ倹ダスト雄トモ、耕転ノ難易障害ノ多少等ヲ酌量シ以テ等給ヲ定ムルモノトス。
第七条、宅地九便否好悪ヲ勘シ、市駅宅地ハ侃ホ売買ノ実価貸地
ノ利益ヲ量リ、地価ヲ以テ 給一フ定ム守セノトス
。
第八条、地等ヲ議スル一二先
y
等差マ定ムルヲ要ス、依テ田畑ハ
米壱斗毎－二等ヲ下シ、宅地ハ地価五円毎一二等ヲ下スモノトス、尤一紘一言リ直＝四等一 下 地アリテ二等三等－一当ルノ地ナキトキノ如キハ、零位ヲ設グヘシ
第九条、二作三作ノ地ハ一作ノ ニ比スレハ多量ノ収利ヲ穫ルノ
理ア
D
、依テ一作ノ地－一照シ権衡ヲ失ハキル様イタスヘシ
。
第十条、数枚付ヲ以テ一筆－ ナ
シ
タル地、若シ肥情ノ差アルモ
’ノ
ハ其数枚
σ
ヲ通観監査シテ等級ヲ定ムベシ。
第十一条、内書一一顕シダルモノ 左ノ通リ処分 ヘ
シ
c
田中ノ畑。畑中ノ回、竹 草生地、木、右ノ種類ハ第十条一一倣ヒ、通観監査シテ等級 定ム
シ
G
用・悪水路、池沼、冷水湧
。
右ハ該地ヨ
p
引抜等位ヲ定ムヘシ
。
灰、木小屋。 車場
。
ヵ
y
ナ 場 。
右ノ種類該地便宜－一設ケ
タ
ル モ
ノ
ハ本地同様地等ヲ定
ム
ヘ
シ 。
と地等の大体区分を規定し、次ぎに各村 次の地等割手続につい
一 二 回
て第十二条、模範村ノ地等決議セシ上、議員ハ各自ノ村々へ引取リ－r
酔 一 ケ
r
ハ恥一打診長トシ地等ヲ定ムヘシ、其手続ハ模範村ノ地
等ヲ定ムル－一同
シ
ト雛トモ、等位ハ総テ模範村ヲ基礎トジ階級
ヲ設グヘシ、ハ替ハ普通村ノ中ニテ一等ノ地模範村山峰川川一二、三一噂け一二之ヴ三噂叶ス叫ゆ吋トシ）咽岨
4 1
中品別決議員ハ
互＝往来
γ
テ相見較へ不平均ノ儀アラハ協議校一1M…シ
。
第十三条、前条ノ手続ヲ以テ決噌岡山』ザ吐いい吃ヴ岨世哨
hh
官 、
V
、
而シテ其等位ヲ畝杭－一記シ、並日グ地主或ハ地主代人－一告知
y ’
LTh
叫 が
r v h h J
一訟トル臥町二各地主或ハ地主代人ヲシテ払品目ハ
’や
紛れ恥酌わが骨骨骨土川本山山 ふ士山七。而シテ毎村剖号書式一一倣ヒ、地等合計段別帳井番号地等帳ヲ州訴状
h v
い、、、
第十四条、組合村々地等決議セハ正副区長ノ中組合村々ノ地等議
骨れ貯伶戸、骨骨争必砂ハ卦子小一除問
rAA
弘前恥山岳ゎ…戸、而シテ
別紙丙号室日式－ 徴ヒ地等表ヲ製スヘシ。、
第十五条、各組合内地等決議セシ上ハ、組合村々議員協議或ハ投
勲ヲ以テ地等組合村ノ代弘前人一令小骨骨シ、其姓名ヲ地 表ト共一一会議所へ届出ヘシ。
第寸戸川条、各組合ヨリ地等咳
JV
悩サ…い恒一湖一市長リ中吸咳一壮総代
人ハ各組合ヨリ届出タル代議人ヲ招集総卒シ、実地 一臨ミ甲乙組合接続村ノ地等ヲ セシムヘ
シ
、（響ヘハ甲組合一等耕地之
ヲ乙組合一等耕地へ照スニ乙組合ノ一等ヨ
D
一等下
D
二 等 － 一 準
ス
ルカ如
シ
）、而シテ本条決議
ノ
上
ハ
丙号書式一一徹ヒ、全大区
一覧地等表ヲ製スヘシ。
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第十七条、全大区地等決定セシ上ハ、会議所一一於テ其等位毎一一仮
一一収穫、ハ此収穫タルヤ地等ヨ日成立タル村紘一ザヲ製スルモノナレハ四石ヲ以テ一等トスルモ三石ヲ以テ一等トスルモ妨ナシ〉、ヲ見積
D
、村毎－一平均シ、其平均収穫一斗ヲ以テニ惜トシ、差
一斗毎一二等ヲ下シ丁号書式ノ通
D
村等表製スヘ
シ
。之ヲ地等
ヨリ成立タル村等トス。市シテ村等通観公議ノ用ニ供スヘ
シ
ゅ
ここに引用した広島県令の布達になる「地等条例」は、右の十七条からなっており、これは極めて細部にわた
っ
て規定しているが
この条例によっていま「村等表」を作製提出する場合「図こ
の
如き構成とメンバーによってこれに参加したことが判る
。
「図こハ註①
2
⑨ へ 〉
「図一」で明らかなように「村等表」は非常に複雑な過程を通して作製されたのであるが、これに参加する農民は数名の代表者に限定され、一般農民は、「図この
①
の段階でわ
づ
かに参加する
ことを許されてレるにすぎないことがわかる
。
しかしこのような
慎重に協議を重ねて決定することを規定したのは、あくまで従来の「不平不公」の是正を目的として たが故 、強調されたのであろう
。
そしてこれに要するすべての費用は、農民側の一方的負
担であグたことも、改正事業への農民の参加を著しく限定せざるを得なか
っ
たことは否定すべくもない
oU
「図一」のような過程
をへて作製され 「村等表 と いま一つは、「村等通観公議」による方法が った。 れは九条よりなってい 。次に をみ
一 二 五
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れ ば 、
『村等通観公議』
第一条、全区各村地位等級表及ヒ組合村々トノ突ムロ決定セハ、更
－一会議所－一於テ各村ノ議会ヲ関グ可シ
。
第二条、此会議ハ各村実地ヨロ成立タル地紘一寸ヲ審査スル－一在
D
、
故二地等表－一関セス虚心扉気大区ヲ通観シテ更一一村等ヲ公平一一定ムルヲ要ス
。
第三条、村等ハ分テ三種トス、其
ノ
目左ノ如
シ 。
甲、田方。乙、畑方
。
丙、宅地。
第四条、村等ヲ定ムル一一ハ、区戸長及ヒ改正総代人ヲ会
集
シ、各
村ヨ
D
総代人トシテ一村三名ヨ
n J
多カラサル人員ヲ出サシムヘ
シ、但此会ヲ起ストキハ官員派出スヘキ付、予メ其ノ期限ヲ届出ヘシ
。
第五条、村等ヲ定ムルニ、毎 毎種其形況ヲ視
察通観
シ
、等位ヲ
定ムヘシ。但 等ヲ定ムルハ穏静協議スルヲ要スト雄上モ、若シ紛議決セサレハ投票ヲ用ユルモノトス。
第六条、戸長及ヒ村民総代人ハ 自村ノ実況ヲ陳述又ルヲ得ヘ
シ
自村ノ等級ヲ議 及ヒ投票 ナスヲ許サス。
第七条、全区村位議定セハ、別紙丁号書式ノ如グ村等表ヲ製スヘ
シ。市シテ各村ノ地等表ヨリ
成
立タル村等表－一比較セハ、或
ハ
村位其等ヲ異－一スルヲ見 、（嘗ハ弦一二村アロ地等ヨり成立タル村等ハ一等二居ルカ如キヲ云〉、 一一於テ其等 異』一
ス凡
原因ヲ探偵シ、地 口組立公 正
シ
カラサレハ地等ヲ正
シ
、村
等口通観会議正シカラサレハ村等 正ス 、到底全区各村比
~· 
一 一 一 六
較合平準－一帰シ、各員遺憾ナキユ至
n J
丘ム
。
第八条、前条二依
D
湾整セシ上ハ、更一一毎村地紘一寸合計帳同シグ番
唱
J地等帳及ヒ全大区地等表向シグ村等表ヲ浄製シ、之ヲ差出ス
ヘ シ
。
第九条、各大区ノ比準－一至テハ、更－一会議ヲ起
ス
ヘキ付、今回会
議二関セサルモノトス。
この「村等通観公議」による方法は、「地等組立公議からみれば簡易な方法といえる。しかも一定の制限のもとにあるとはい
え
、
投票によって決定することも可としている点は、注目すべきであろう
。
このような二種類の方法によ
っ
て作製せられた「村等表）
を夫々比較し、より公平、正確な のを作製す ように指示しているが、しかしこの複雑な二種類の方法が、どこまで併用されたかは疑わしいといわねばならない
。
この
ようにして、広島県下の村々において
は
「地等合計帳」は作
製されたのである
。
次にこのようにして作製された岡県福田村の
「地等合計帳」を掲げれば、
「地
等
合計帳
ム ロ田い町 、
．
r l
’ 
一 一
第拾四大区
地等四番組
三
次郡稲田村
三
玄 一 町 三 反
O
畝二ハ歩
二七町四反
八
畝一四歩
二畝
O
一歩間要水路溜池
一
反二畝二四
歩
三
反六畝
O
一 歩
計反
反
反反反
Jj!J JjlJ 別男u 5.rn 
等等：
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三等反別一町六反七畝二五歩四等反別八反二畝一九歩五等反別三町四 六 八六等反別二町三度一九歩七等反別二町三 一畝八等反別四町八 七畝二一歩九等反別二町九 六畝九歩十等反別一町四 三畝一 歩十一等反別七反 畝二四歩十二等反則二町一 六十三等反別二町五畝十四等反別一町二反七畝 一歩十五等反別七反六畝一
O
歩
等階〈外）七畝一八歩
ー（畑、宅地は略す〉！
右地等衆議之上相定口口相違無之候以上
明治十年月
人民惣代戸長附属副宵長戸長
戸国民三郎竹川辰平竹河嘉七山崎藤平戸田叉次郎福厚鉄太郎村上覚三
区長片岡多一郎股」ゅ
右に掲げた福田村の「地等合計帳」によると、その最後に連署
している七名が、この「地盤可決定」の上での主要な推進者のポストにあったと推定される。これら連署にみえる人物は当時福田村の有力者であり彼らはこの「地等取調」の直前に行なわれたはころの各村における「反別合計帳」の作製にも参加している。
A
げ
註仙山口県豊東村史によると「某村 如きは、広野の中央に席
を設け酒宴の中に仕事を終了し大いに公平を欠げりとの風評さへありしととあり。地等掛りに圧康年寄畔頭ありさ、其他村内有力者二三人を加へるととあり」。
ω
「地等条例」なる呼称が全国的に用いられたか否かは不明
であるが、広島県においてはとう呼ばれた。
川w
限られた紙数に長い引用は恐れ入るが重要稀観の史料であ
る故、全文を採録した。
ω ω
「枚」は筆者の推読
ω
引用文中、点は筆者
。
引用史料は広島県双三郡板木村、戸
閏家、文書。
仰古老の間取りによると改
E
事業に波頭したため渡落した者
もいたとのとと。
ω
戸田家文書
K
は、参加農民層の土地所有等に関する文書が
あるが割愛す
Q
仰副戸長、福陣鉄太郎戸長、村上質三人民惣代、
名前が記されて る。
山崎藤平の
一二七
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このように農民側からの地租改正事業への参加は、一部村内上
層部の有力な土地所有者に限定されていた。このことは、新政府が、地租改正を急速に強行する手段であり、しかも地租改正の経費は、すべて農民の負担であり）このことが調査を充分に行い得
．ない制約となり、いきおい精密を欠く場合も生じ、新政府の性格
からくる制約と共に、農民側の期待とは、およそ程遠いものとなり、その結果さまざまな問題の起因となってその後展開するのである。いまこれについて 詳論は避るが、その こをみると、とにもかくにも農民の側からの作製になった ころ 「地等合計帳」を基礎としての地価算定であり、あくま 地租納入者側からの資料に忠実に基づいて算定される らば、農民 ちも 地租改正への一応積極的な協力者 終始したであろう、けれども前述したとおり、新政府があくまで「財源確保」を目標にしているり、農民たち 要求をそのま、受け容れるわけにはいかない立場にあった。
政府は、各府県に対して大体の「地租額」を改正に先立ち明示
しており、これに満悦咋い場合は、再調査を強要し い渇
JJ
、
このように農民が精議を尽 決定した「地価」も「上司
の暴
断」によって水泡に帰した例が少なくなかった。叉当時地方制度の変革によ
っ
て特に、県の合併が盛んに行なわ
れた。この場合、旧県下にて進行して た改正事業を、そ
の
ま〉
引きつがれず、新規に再調査する場合であり、この場合農民側に
一 二 八
とっては、莫大な経費を消費して押じ進めて来た彼らの改正事業が無視され、再び白紙に帰され、第一歩から踏み出して行くことは、農民にとっては容易なことではなかった。このような事態は神奈川県下の例によってもうかがえるのである
。
明治九年四月、足柄県は廃止され、神奈川県に合併された。こ
〉において旧足柄県下の農民は、「地租改正調査方据置ノ儀願」ο
を神奈川県令に提出している。これによると次のように述べ訴
えている。「占略地租改正調方ノ儀第廿壱大区ハ一八分通第廿二大分ハ九分通第廿三大区ハ七分通出来既－一旧県官員御派遣ノよ調査方御検査そ相済候村ざセ有之ハ中略〉然ル処噛悦仰ザ咽崎輝リ唱す一明偶一げ促シ候節ハ、従前ノ取調一モ用ユル巨額ノ用費並－一村吏人民ノ苦配モ亦以テ水泡一一帰シ実一一偶 ノ至ニ御座候。此士叩阿潤懐中仰嘩晴之侯節ハ前陳の用費迄煩免刀ルヘカラスハ勿論、改正急務ノ御諭達二モ自然惇一民
p
哉モ難斗推量仕候。何卒旧県御制度ヲ以落成為
致度云々」と
以上二、三みて来たように、地租改正への農民の参加は、改正
経費の全面的農民負担と大きな制約下にある土地所有者 参加発言とにあった。それ故、改正事業が順調 行なわれた地方 おいては、問題は少ないが、一方容易に農民側が承服せず、協力しない地方では、政府はあらゆる手段でこの農民の説得を試みるのである。叉農民が実際上承服、参加、協力しない形では改正 一歩だに推し進めることは出来なか
っ
た
のであ
る
。
こ
の
ため新政府
代、改正事業に一部農民を積極 に参加 協力
さ
ためにも、地租
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改正を最小限維新政権の支持基盤として確保するため．地主層
の
反撲を回避し得るものに落付かざるを得なかった
c
ある時期において、ある程度の妥協と譲歩を余儀な
く
された
c
か
L
る動きは「減租の詔勅」及び「地価据置」などを考察するこ
とによって一層明確にし得る ではな るうか、叉こ
の
改正事業
に参加した一部農村有力者の政治への積極的な自覚を促す契機ともなり、明治十年代における自由民権運動の急速な発展に果し彼らの役割の大きさとを考えるとき、看逃し得
な
い問題な
の
で
あ
『h v o
註ω
広島県双三郡史には次のように述べている。「地価を定め大蔵省に提出して其裁可を請いたるに、直ちに
裁可を与えざるのみならず、地価に向って更に増額を命じ、県よりは収穫高に対して内示額なるものを示して、其更
E
を
促せり、上会下会が折角精議を尽して確定したる地価は、右の
如〈上司の暴断に反い、之を地の各等
K
分配するに当
hp
て
不公平を極めたるものあり云々」一
ω
神奈川県中郡高部室村粕屋、山口家文書「地事故
E
農民蓑
均」所収
｝ 二 九
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